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          平成２８年土佐清水市議会定例会６月会議会議録 

第８日（平成２８年 ６月２０日 月曜日） 

～～～～・～～～～・～～～～ 

議事日程 

 日程第１ 報告第１１号「専決処分した事件の報告について（平成２７年度土佐清水市指定 

      介護老人福祉施設事業特別会計補正予算（第５号）について）」から報告第１３ 

      号「専決処分した事件の報告について（訴えの提起について）」までの報告３件 

      並びに議案第４５号「平成２８年度土佐清水市一般会計補正予算（第２号）につ 

      いて」から議案第５１号「財産の処分について」までの議案７件、計１０件 

      （質疑） 

 日程第２ 一般質問 

～～～～・～～～～・～～～～ 

本日の会議に付した事件 

 日程第１から日程第２まで 

～～～～・～～～～・～～～～ 

議員定数 １２人 

現在員数 １２人 

～～～～・～～～～・～～～～ 

出席議員 １２人 

   １番  田 中 耕之郎 君           ２番  岡 本   詠 君 

   ３番  細 川 博 史 君           ４番  前 田   晃 君 

   ５番  浅 尾 公 厚 君           ６番  森   一 美 君 

   ７番  小 川 豊 治 君           ８番  西 原 強 志 君 

   ９番  永 野 裕 夫 君          １０番  岡 﨑 宣 男 君 

  １１番  仲 田   強 君          １２番  武 藤   清 君 

～～～～・～～～～・～～～～ 

欠席議員 

   な  し 

～～～～・～～～～・～～～～ 

事務局職員出席者 

  議 会 事 務 局 長          山下  毅 君    局 長 補 佐          伊藤 牧子 君 

  議 事 係 長          前田 利実 君    主 幹  藤倉 加奈 君 
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  主 事 補  室津 裕也 君 

～～～～・～～～～・～～～～ 

出席要求による出席者 

市 長 泥谷 光信 君 副 市 長 磯脇 堂三 君 

会 計 管 理 者 

兼 会 計 課 長 
山本  豊 君 

税 務 課 長 兼 

固定資産評価員 
野村 仁美 君 

企 画 財 政 課 長 早川  聡 君 総 務 課 長 木下  司 君 

危 機 管 理 課 長 岡田 敦浩 君 消 防 長 上原 由隆 君 

消 防 署 長 宮上 眞澄 君 健 康 推 進 課 長 戎井 大城 君 

福 祉 事 務 所 長 徳井 直之 君 市 民 課 長 二宮 真弓 君 

環 境 課 長 兼 

清掃管理事務所長 
坂本 和也 君 まちづくり対策課長 横山 周次 君 

観 光 商 工 課 長 倉松 克臣 君 農 林 水 産 課 長 文野 喜文 君 

水 道 課 長 楠目  生 君 じんけん課長補佐 東  博之 君 

し お さ い 園 長 山本 弘子 君 収 納 推 進 課 長 田村 光浩 君 

教 育 長 弘田 浩三 君 学 校 教 育 課 長 中津 健一 君 

生 涯 学 習 課 長 中山  優 君 

教育センター所長兼 

少年補導センター 

所 長 

弘田  条 君 

監査委員事務局長 小松 高志 君   

～～～～・～～～～・～～～～ 

          午前１０時００分   開  議 

○議長（永野裕夫君） 皆さん、おはようございます。定刻でございます。 

 ただ今から平成２８年土佐清水市議会定例会６月会議第８日目の会議を開きます。 

 日程第１、市長提出報告第１１号「専決処分した事件の報告について（平成２７年度土佐清

水市指定介護老人福祉施設事業特別会計補正予算（第５号）について）」から報告第１３号

「専決処分した事件の報告について（訴えの提起について）」までの報告３件並びに議案第

４５号「平成２８年度土佐清水市一般会計補正予算（第２号）について」から議案第５１号

「財産の処分について」までの議案７件、計１０件を一括議題といたします。 
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 ただ今から質疑に入ります。 

 ただ今のところ通告による質疑はございません。 

 質疑の方はございませんか。 

          （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（永野裕夫君） 質疑なしと認めます。 

 質疑を終わります。 

 日程第２、ただ今から一般質問を行います。 

 発言通告順により、質問を許します。 

 ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） おはようございます。同志会の西原強志でございます。市議会、定例

会６月会議におきまして、一般質問者のトップとしまして質問する機会を与えていただきまし

た。心からお礼を申し上げます。 

 はじめに、このたび平成２８年４月１４日に熊本県を中心に大地震が発生し、それ以降にお

いてもたび重なる大地震が頻繁に発生し、甚大な大被害をもたらしているところであります。

いまだ続く余震の被災地の不安はおさまらなく、一日も早い終息と復旧、復興を祈るばかりで

あります。今回の地震におきまして亡くなられた方々、また、いまだ行方がわからない方に対

して心からの哀悼の誠を申し上げます。家屋等の災害に遭われました多くの皆さん、また、い

まだ避難所での生活を余儀なくされている被災地の皆さんに対して、心からのお見舞いを申し

上げます。国・県・市町村は復旧、復興については迅速な対策をとっていかなければなりませ

んが、いずれにいたしましても、一日も早い元の生活に戻れることを心からお祈り申し上げま

す。 

 通告にしたがいまして、以下２点の事項についての一般質問をしてまいりますので、執行部

の適切な答弁をお願いいたしまして、質問に入ります。 

 １点目の南海地震に備えた防災対策の推進についてであります。防災対策の施設等の整備状

況について、質問してまいりたいと思います。 

 今回６月会議の一般質問の通告は９名でありまして、このうち地震津波等の災害に関する質

問者７名で大半を占めており、関心の深さと地震津波等の対策の整備が急がれている現状のあ

らわれであります。南海トラフ地震の県被害想定につきましては、平成２５年５月１５日に発

表があったところです。県は南海トラフ巨大地震の想定を公表するに当たり、対策次第で死者

を激減させることの可能性を示しているところであります。鍵を握るのは、住宅の耐震化率と

津波からの早期避難を１００％にすることが、大きな課題であります。 
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 高知県全域においては、県内死者最大４万2,０００人、県独自想定でありますが、対策次第

においては1,８００人に減少、家屋においては１４万6,０００棟の全壊、5,５００棟の焼失、

ライフラインの機能停止等の甚大な被害を想定されているところであります。全体の被害総額

の約７割が津波によるものと想定されているところですので、これからの防災対策が急務であ

ります。土佐清水においては死者数2,７００人、そのうち津波による死者数2,３００人、負傷

者1,６００人、建物全壊9,４００棟等想定をしているところであります。県が示したように、

防災の対策次第で死傷者数は１割以下に激減させることができるとされているところでありま

すので、地震津波対策の推進を図る上には、喫緊の大きな課題であることは言うまでもありま

せん。 

 ６月１１日の新聞報道によりますと、３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率を

示した、全国地震度予測地図の２０１６年版を公開した。前回の１４年版に比べて、確率が上

昇した。高知市では７３％とのこと。いずれにいたしましても、積極的に防災対策の推進を図

っていかねばならないところであります。総点検として、以下、次の何点かの事項についてど

のような状況下に本市はあるのか、お伺いいたします。 

 はじめに住宅耐震化対策の推進についてでありますが、先々月の４月に発生しました、一連

の熊本地震による倒壊した住宅の被害が、熊本、大分、両県で１万棟を超える被害があったと

の報道がありました。今回の熊本地震により全国的にも、また本市においても今回の地震によ

る住宅災害の耐震化への意識が、非常に高くなっていると考えているところであります。本市

の住宅耐震化について、耐震比率など、どのような状況にあるのか、またどのような対応策を

これまでにしているのか、危機管理課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 執行部の答弁を求めます。 

 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） おはようございます。お答えいたします。 

 市で住宅等の耐震化率等にかかる件数、実態調査は実施しておらず、現時点での資料はござ

いませんので、国の指定統計として５年ごとに行われております住宅に関する調査「住宅土地

統計調査」（直近では２５年１０月１日を基準日として実施をされております。）に基づいて

お答えいたします。なお、県の南海トラフ地震対策行動計画の耐震対策にも、この統計数値を

基礎としております。 

 本市の居住用住宅は6,８５０戸で、うち建築基準法の旧基準の昭和５５年以前の建築住宅が

3,４４０戸となっており、このうち耐震性にかかる計数を乗じた2,５３０戸から平成２２年度

以降の耐震工事を実施した５２戸を引いた2,４７８戸が耐震化が必要な住宅と推測されます。
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これらをもとにしますと、居住用住宅全体のうち耐震性を有する住宅の割合は６6.２％となり

ます。 

 次に、対策といたしましては、住宅耐震化促進事業といたしまして、本市内で５６年以前に

建築された住宅で、現に居住または居住予定の物件を対象とし、耐震診断、改修設計、改修工

事の補助を実施しております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 国の想定言いますか、6,８５０戸ということで、2,４７８戸が耐震化

が必要ということで、率にして６6.２％のようであります。やはりこの耐震化率については、

どうしても耐震化するにしても、多額なお金がいるわけでありますので、ぜひそれも含めて対

応していただきたいと思うわけですが、高知県内においては、高知県の統計では７７％と言わ

れております。全国平均が８２％のようでありますので、全国平均から言うたら高知県は５％

低いと、その中で清水は６6.２％でありますので、さらに低い状況でありますので、この耐震

化をぜひ進めてもらいたいと思います。 

 続いて、住宅耐震改修の拡充についてでありますが、この間新聞に出ておりますが、土佐町

においては基本的に耐震診断と設計は無料、耐震改修の補助金の上積みをするなど、住宅耐震

政策の拡充に努めているということでありますので、この辺金額にしたら９２万5,０００円で

すかね。それを６０万円上積みして、１５２万円程度にするということの新聞報道がありまし

たが、これについて課長はどのように考えているのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 耐震設計を受けた方は９割弱が改修工事まで進んでおります

が、耐震診断から改修設計に進む方の割合が６割弱であり、約１０万円の自己負担がネックと

なっており、県もこの部分の解消のために市が上乗せ補助を行った場合に、その上乗せ補助金

の４分の３の補助を２８年度より制度化しておりますので、本市も一定額の上乗せを来年度よ

り取り入れ、耐震化の加速を図りたいと考えております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 一定額ということでありますが、大体どの程度、予算の関係もありま

すが、課長としてどの程度見込まれておるのか。それによってやはり先ほど言いましたように、

耐震化の推進には当然つながってくると思うわけですので、再度課長の答弁お願いしたいと思
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います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 一定額ということで、まだ額につきましては今後協議を行っ

ていくということでございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 額については今後協議していくということでありますので、余り自己

負担の要らないような拡充策をつくっていただけたらと思います。 

 次に、老朽危険空き家対策の点検について、危機管理課長にお伺いします。危険な空き家の

件数について、お願いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 空き家の件数でございます。２５年１０月の住宅土地統計調

査によりますと、空き家数は2,６６０件となっておりますが、実数は把握できていない状況で

ございます。２６年度に当課が避難道整備にかかる地域で、目視により避難経路を閉塞する恐

れがある危険空き家を調査したところ、２９件を確認しております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） ２９件ということでありますので、これまで事業として危険な空き家

対策はどれほどやったのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 老朽住宅除却事業を２５年度より実施しており、２５年度

５件、２６年度９件、２７年度１１件、累計２５件となっております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） ２９件のうち２５件実施したということではないですかね。それはな

いですね。全体で２５件実施されておるということでありますので、あくまでも２９件の中で

はないということでありますので、実際は２９件がほとんど残っちょう場合も考えられる、そ

ういう考えでいいですかね。この危険な空き家対策についてはよろしくお願いしたいと思いま

す。 
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 今後の事業推進計画について、どのように実施していくのかお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 今年度より空き家住宅を把握するために、臨時職員による調

査を実施し、実態把握に取り組んでおります。取りまとめを行い、活用できるものにつきまし

ては移住促進等につなげ、また活用ができないものにつきましては、所有者に対し除却や修繕

等の措置の助言や指導をすることを考えております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 課長のお考えはよくわかりますが、やはり災害時にいろいろ避難等の

支障をきたしますので、できるだけこういう対策については重点的に実施を積極的にお願いし

たいと課長、思いますのでよろしくお願いいたします。 

 次に危険ブロック塀等の対策について危機管理課長にお伺いいたします。これも危険ブロッ

ク塀等の件数について調査しておれば、お願いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 先ほどの空き家と同様２６年度に、避難道整備にかかる地域

で、当課が目視により避難経路を閉塞する恐れのあるブロック塀を６２３件あることを把握し

ております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） この事業の実績について、お伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） ブロック塀等耐震対策推進事業を２５年度より実施しており、

２５年度３件、２６年度５件、２７年度２件、累計１０件となっております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 全体で１０件ということでありますので、この割合からいうたら何％

にも満たないというような状況になりますので、これも先ほど言いましたように本当に避難の

妨げになりますので、対応についてはよろしくお願いしたいと思います。 

 今後の事業計画について、どのように考えているのかお伺いしたいと思います。 
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○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 県の南海トラフ地震対策推進幡多地域本部と合同で地区巡視

を行い、倒壊の危険性が高いブロック塀等について区長等に報告を行い、所有者に対して周知

を図り、除去を進めてまいりたいと考えております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） よくわかりました。 

 次に、津波避難路等の整備状況についてお伺いいたします。津波避難路等整備をはじめ、地

域防災拠点施設等の設置及び整備の促進を図っていることと思いますが、津波避難路等の整備

についてどのような状況になっているのか、危機管理課長にお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 避難道・誘導灯の整備状況でありますが、地区ワークショッ

プ等で地元希望をもとに２６年度から２８年度で計画的、集中的に整備を行っております。市

全体では避難道は計画数９６カ所に対し、２７年度末で６７カ所が整備済み、整備率は７０％

となっており、２８年度は残りの２９カ所の整備を行ってまいります。 

 次に太陽光式の誘導灯は、市内全体で計画数１０７カ所に対し、２７年度末で５６カ所が整

備済みで、整備率は５2.３％となっており、２８年度は残りの５１カ所の整備を行ってまいり

ます。 

 避難路はおおむね計画どおり整備が進んでおりますが、誘導灯につきましては追加要望

１８カ所を優先して整備したこともあり、整備がおくれておりますので、今年度集中的に事業

を進め年度内には完成させたいと考えております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 市の取り組みについては、はっきり言って厳しい財政の中でよう取り

組んでいただいていると思います。しかし、地震についてはいつ来るかわかりませんので、早

急な対応を今の計画表を見直ししながら、早急な対応をお願いしたいと思います。 

 次に、公共施設等の耐震化推進状況についてでありますが、新聞報道によりますと、熊本地

震で災害対策の拠点となる自治体の庁舎が被災し、使用不能になるケースが出ているところで

あります。県下の３４市町村では１０市町村の本庁舎の耐震化がなされているとのことであり

ましたが、本市は南海トラフ地震対策として災害対策の拠点となる本庁舎は、昨年４月に耐震
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化が図られたことは皆さんご承知のとおりであります。本市の主な公共施設の耐震化の施設整

備状況につきまして、清水中学校、きらら清水保育園等整備がされ、中央公民館が８月に、清

水小学校の改築が３０年４月に完成する工事が進んでいることはご承知のとおりであります。

はじめに総務課が所管している公共施設について総務課長にお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 総務課長。 

          （総務課長 木下 司君自席） 

○総務課長（木下 司君） お答えいたします。 

 総務課所管の建物は、本庁舎及び３市民センターとなります。 

 本庁舎は昭和４９年３月建設の鉄筋コンクリートづくりであったため、平成２６年度に耐震

補強工事を実施しております。 

 ３市民センターについては、耐震診断が実施されていない状況で、建設年度及び構造につい

ては、下ノ加江市民センターは昭和４８年の鉄骨づくり、三崎市民センターは昭和４６年の木

造、下川口市民センターは昭和５０年の鉄筋コンクリートづくりとなっております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 課長より、総務課が所管する耐震化についての説明をいただきました。

本庁はいいとしても、各市民センターについてはされていないようでありますので、これにつ

いても十分検討を、市民が１番利用しているところでありますので、よろしくお願いしたいと

思います。 

 次に、まちづくり対策課が所管している公共施設等、耐震化の状況はどのようになっている

のか、まちづくり対策課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） まちづくり対策課長。 

          （まちづくり対策課長 横山周次君自席） 

○まちづくり対策課長（横山周次君） まちづくり対策課が管理します公営住宅は、構造上、

壁式鉄筋コンクリート２０５戸、木造４１戸、補強コンクリートブロックづくり１１８戸の計

３６４戸になります。 

 平成２６年２月に作成しました、土佐清水市公営住宅等長寿命化計画では、昭和５６年以前

の旧耐震基準で建設された壁式鉄筋コンクリート構造の耐震性は、公共住宅耐震診断・改修マ

ニュアルの予備診断により、平面、立面形状や経年劣化等の状況の確認を行うことで安全性の

確認が行われており、全て耐震性があります。 

 木造の公営住宅につきましては、全て昭和５６年６月以降の新耐震基準での建設で、耐震性
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があります。 

 補強コンクリートブロックづくりにつきましては、既存建物の耐震診断及び耐震改修設計を、

直接の対象として公的機関等によって認定された基準・指針等がなく、耐震性が確認できてい

ないことから耐震性がないものとして判断しています。 

 以上、公営住宅３６４戸中、耐震性を有するものが２４６戸、耐震性がないものが１１８戸

になります。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） これについては特殊な建物のようでありますので、耐震化については

厳しい面がありますが、やはり住民が当然入居しておりますので、今後、改築するなりの検討

を進めていただきたいと思うわけであります。いずれにしても、半数以上、半数ぐらいの住宅

が耐震化されていないような報告でしたので、よろしくお願いしたいと思います。 

 続いて、生涯学習課が所管している公共施設等の耐震化の状況について、生涯学習課長にお

伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 生涯学習課長。 

          （生涯学習課長 中山 優君自席） 

○生涯学習課長（中山 優君） 生涯学習課が所管している建築物は、現在８施設ございまし

て、現在、移転改築中の中央公民館を除く７施設につきましては、いずれも耐震基準を満たし

た構造となっております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 課長、あとの１施設はどこやろか。 

○議長（永野裕夫君） 生涯学習課長。 

          （生涯学習課長 中山 優君自席） 

○生涯学習課長（中山 優君） 今、改築中の中央公民館になります。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） わかりました。よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、学校教育課が所管している公共施設と耐震化の状況について、課長にお伺いしたいと

思います。 

○議長（永野裕夫君） 学校教育課長。 

          （学校教育課長 中津健一君自席） 
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○学校教育課長（中津健一君） お答えいたします。 

 現在、市内には７小学校と１中学校の８校あり、耐震化について学校校舎及び体育館ごとで

申し上げますと、耐震化されている校舎は５校、体育館は６校となっており、学校施設全体の

耐震化率は７3.３％となっております。 

 次に、教員住宅として利用しているものは４戸あり、そのうち耐震化されている住宅は２戸

となっております。 

 以上であります。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 課長からの耐震化率は、学校関係で７3.３％ということであります。

あとの２6.７％については当然されていないわけでありますので、これについても予算的なこ

ともあろうかと思いますが、今後の計画の中に入れて整備を図っていただきたいと思います。 

 次に、公共施設の耐震化対策についてでありますが、ただ今、生涯学習課長及び学校教育課

長からの耐震化の状況についての答弁がありました。学校関係におきましては、今言いました

ように７3.３％の耐震化の整備が図られているとのことであります。その他の施設はどのよう

な状況であるのか、未整備の施設等について耐震化率はどうなっているのか、今後どのような

耐震化計画をもって対応していくのか、教育長にお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 教育長。 

          （教育長 弘田浩三君自席） 

○教育長（弘田浩三君） お答えいたします。 

 先ほど、担当課長がご答弁いたしましたが、教育施設で耐震化がされていない施設は、生涯

学習課所管の中央公民館と学校教育課所管の清水小学校校舎を含め４施設と、教員住宅２戸と

なっております。 

 中央公民館につきましては８月完成予定であり、学校施設につきましては、現在改築中の清

水小学校の完成と合わせて、学校統合についてご理解いただけたとすれば、平成３０年度から

耐震化率１００％となります。 

 新耐震基準前に建設された教育センターにつきましては、耐震化に向け財政当局と早急に協

議したいと考えております。教員住宅につきましては、建設後４７年を経過する建物もあり、

利用状況等を見据えた上で、取り壊しも含め検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 
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○８番（西原強志君） 小学校については清水小学校ですが、３０年には統廃合も含めて

１００％になるということでありますので、よくわかりました。 

 次に、公共施設の耐震化についてでありますが、市長部局所管で管理している主な公共施設

の耐震化状況については、それぞれまちづくり対策課長及び総務課長より答弁がありましたが、

それによりますと耐震化としての整備が十分でない状況もあるところでありますが、また福祉

事務所所管の答弁をいただいていませんので、福祉事務所関係を含めて副市長は今後どのよう

な耐震化計画をもって対応するのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 副市長。 

          （副市長 磯脇堂三君自席） 

○副市長（磯脇堂三君） お答えします。 

 市長部局所管による公共施設（箱物）の耐震化率につきましては、平成２６年度の「財産に

関する調書」にかかる施設で、現在使用されているトイレ、漁具倉庫等を除く耐震化率は

７0.６％となっており、市営住宅を除けば８3.５％となっております。公共施設の耐震化につ

きましては、先ほど教育長等が答弁いたしましたように、教育施設、特に小中学校を優先して

耐震化に取り組んできたこともあり、それ以外の公共施設の耐震化につきましては、これから

が現状でございます。議員ご承知のように、市長部局が所管する公共施設は相当数ございます。

また予算のこともございますので、市民の方の使用頻度、建物の重要性などを考慮し、優先順

位を定め計画的に取り組んでまいりたいと思っております。 

 また福祉事務所所管の保育所、休園措置も含む保育所は８カ所ございますけれど、いずれも

耐震基準は満たしております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 副市長の答弁によりますと、「財産に関する調書」の財産目録と言い

ますか、については７0.６％というような状況であります。いろいろ中身はあるかと思います

が、先ほど言いましたように、予算のことも多々ありますので、副市長が言われたように優先

順位をつけて、今後の対応をお願いしたいと思います。 

 次に、市長にお伺いしたいと思います。公共施設の耐震化に関する整備状況を各課長から答

弁をいただきました。また教育長及び副市長から、関係部局に関する今後の耐震化計画に向け

ての対応策等の答弁もいただきましたが、厳しい財政状況の中で市長として今後どのようにし

て公共施設の耐震化を図るのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 
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          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） ただ今の教育委員会部局の状況や考え方は、教育長が答弁したとおり

でありますし、市長部局のほうも詳しく副市長のほうから、総括的な答弁がございました。市

営住宅を除けば、おおむねこの耐震は進んでいるという感じはあります。ただ本当にこれは計

画的に財源が伴うことでありますので、優先順位をつけながら計画的に整備をしていきたいと

は考えているんですが、特に財源につきましては、国の緊急防災・減災事業債、いわゆる緊防

債の制度が平成２８年にも終了するという極めて厳しい状況でありますので、この財源対策に

ついては国に対しまして、全国市長会も通じましてこの制度の延長も含めて、働きかけている

ところでありますので、ご理解をお願いしたいと思います。これは計画的に整備をしてまいり

ます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 市長からも前向きな、計画的に整備をするということでありますので、

期待いたしまして次に移りたいと思います。 

 次に、市長にお伺いしたいと思います。先ほど各関係課長から住宅耐震化対策については、

まだ道半ばであると考えますが、避難のために支障がきたされる老朽危険空き家及び危険ブロ

ック塀等の除去、避難路等の整備状況及び公共施設の耐震化対策は所見の答弁をいただきまし

た。南海トラフの巨大地震が３０年以内に、これまでは６０から７０％の確率と言われており

ますが、それも引き上げられて７０％の確率で起きるとも言われているところであります。こ

れまでに実施した地震津波避難対策の総点検としての検分を行い、今後どのように事業の推進

を図るのか、今の答弁とちょっと重複しますが、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） ４月の熊本地震を踏まえてと言いますか、あれ以降、非常に市民の方

の関心も高まっておると思います。何分にもこの住宅の耐震化、それから家具の固定というの

はやはり防災対策の一丁目一番地と言いますか、極めて重要なことであると思っております。

私もこの４月の熊本地震以来、事あるごとに、どこの集会に行っても市民の皆さんには耐震化、

それから家具の固定化、そしてこの地震に対する備え、心構え、そういったものもその重要性

について訴えをしているところでございます。この熊本地震を教訓に庁内におきましても、土

佐清水市地域防災計画の見直し、追加、これを早急に行い、地震津波対策に対応していきたい

というふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 



－ 32 － 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 次に、大岐津波避難タワーを活用した避難訓練を今年の４月実施され

たということでお伺いしました。経過等についてはよくわかりますが、１点、４月に行われた

避難訓練をどのような方法で実施されたのか、課長にお伺いしたと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 津波避難タワーを活用した避難訓練は、今年４月１５日に清

水中学校が大岐浜への遠足に合わせまして、地震が発生し津波が危惧されるという想定で、生

徒、教職員、約３００人が参加し実施をしております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 実施したということやけんど、中身をもうちょっと具体的には話して

いただきたいと思うわけですけど。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 内容といたしましては、大岐の浜の海岸部へ集合してました

生徒に対して、地震発生で避難タワーへ避難しなさいという指示を出しまして、想定時間内、

大岐ですと津波到達まで１７分ですか、とか言われておりますが、その時間内にはタワーのほ

うへ全員が避難をしております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） わかりました。それから１つ、部落でも避難タワーを利用した避難訓

練もするということでお伺いしましたが、いつごろ予定しておりますか。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） ９月に県下一斉の避難訓練を実施をしております。その折に

地区でタワーへの避難訓練も予定されると伺っております。またこれに合わせまして、大岐の

浜を利用するサーファー等にも周知をし、参加していただけたらというふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） よくわかりました。ぜひ新しい施設でもありますし、この活用につい

て、活用あったらいかんですけど、避難の場合にはどういうふうな方法で避難するかも含めて、
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やっぱりあそこに住んでる部落の人が１番共有する必要があると思いますので、市のほうから

もできればアドバイスもしていただいて、避難訓練についてお願いしたいと、よろしくお願い

します。 

 次に、２点目の新地方公会計の推進についてでありますが、平成２７年１月２３日付で、統

一的な基準による地方公会計の整備促進についての各都道府県知事あてに総務大臣より通知が

ありまして、その内容は地方公会計については、これまでの各地方公共団体において財務書類

の作成、公表等に取り組まれてきたところですが、人口減少、少子高齢化が進展する中、財政

のマネジメント強化のために、地方公会計を予算編成等に積極的に活用し、地方公共団体の限

られた財源を賢く使う取り組みを行うことは極めて重要であるとされているところであります。 

 今後の地方公会計の整備促進については、平成２６年４月３０日に固定資産台帳の整備と、

複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準が示され、平成２７年１月

２３日に統一的な基準による地方公会計マニュアルを取りまとめております。当該マニュアル

を参考にして統一的な基準による財務書類等を原則として、平成２７年度から平成２９年度ま

での３年間で、全ての地方公共団体において作成し、予算編成等に積極的に活用され、特に公

共施設等の老朽化対策にも活用可能である固定資産台帳が未整備である地方公共団体において

は、早期に固定資産台帳整備をすることが望ましいとされているところであります。新地方公

会計制度がどのような内容であるのか、制度の概要について企画財政課長に伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 企画財政課長。 

          （企画財政課長 早川 聡君自席） 

○企画財政課長（早川 聡君） お答えいたします。この新地方公会計制度は、「国の経済・

財政一体改革の取組」としまして、経済財政諮問会議の中で位置づけが重要視されております。

従来の地方公共団体における、予算・決算にかかる会計制度（官庁会計）は現金収支を議会の

民主的統制化におくことで、予算の適正、確実な執行を図るという観点から、確定性、客観性、

透明性にすぐれた単式簿記による現金主義会計を採用しております。 

 一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図ることや、財政の効率化、適正化の

観点から、単式簿記による現金主義会計では把握できない情報である資産、負債などのストッ

ク情報や、減価償却費等の見えにくいコスト情報など、地方財政の見える化を推進する必要性

がありまして、現行の官庁会計、現金主義会計を補完するものとして、複式簿記による発生主

義会計の手法を取り入れるものであります。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 
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○８番（西原強志君） 制度の概要については、よくわかりました。ありがとうございます。 

 次に、公共施設等の固定資産台帳の整備状況についてお伺いいたします。各課より提出され

た固有財産等のデータをもとに減価償却管理や、公共施設等管理計画と関連させた固定資産台

帳の整備を２８年度１２月までに完成する契約を締結しているとのことでありますので、期限

内には当然できると思いますが、公共施設等の固定資産台帳の整備の状況について、総務課長

にお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 総務課長。 

          （総務課長 木下 司君自席） 

○総務課長（木下 司君） お答えいたします。平成２７年度に２カ年計画で、工期はですね、

平成２７年８月１１日から平成２８年１２月２０日まで、契約金額で1,０９５万1,２００円で

株式会社五星と契約をしております。これまで固定資産台帳整備については、職員研修や担当

職員とのヒアリングを実施し、固定資産データ収集及び整備を行っております。今後の予定と

いたしましては、１２月の納期に向け固定資産台帳を稼働させるシステムへのデータ入力等の

作業が行われます。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） どうも、ありがとうございます。整備は予定どおり進んでいるという

ことでありますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、固定資産台帳の整備する公共施設等についてお伺いいたしたいと思います。固定資産

台帳の整備の必要性は、過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える一方

において、地方公共団体の財政は依然として厳しい状況にあるところであります。人口減少等

により、今後の公共施設等の利用需要が変化していく市町村合併後の施設全体の適正化を図る

必要性があるところであります。財務書類作成のため、基礎資料としてだけでなく、公共施設

の更新、統廃合、長寿命化の観点から固定資産台帳の整備が必要不可欠とされているところで

あります。固定資産台帳の整備する公共施設等とはどういった公共施設なのか、総務課長にお

伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 総務課長。 

          （総務課長 木下 司君自席） 

○総務課長（木下 司君） お答えいたします。 

 道路、橋梁、公園、役所庁舎、学校、公民館等に合わせて、車ほか備品全ての固定資産が対

象となります。 
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 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） よくわかりました。 

 次に、企画財政課長にお伺いいたします。 

 本市においても、当該マニュアルを参考にして統一的な基準による財政書類等を、平成

２９年度において作成するとされているところでありますが、地方公共団体の会計では、予算

の適正かつ確実に資する現金主義が採用されているところでありますが、一方、地方公共団体

の厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、住民に対する説明責任をより適切に果たし、

財政の効率化を図るため、従来からの現金主義、単式簿記による予算、決算制度に加えて発生

主義、複式簿記といった企業会計的手法を活用した財務書類、貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書及び資金収支計算書等の開示が推進されるところであります。発生主義を採

用することで、現金主義では見えにくい減価償却費、退職手当引当金といったコスト情報の把

握が可能となり、また複式簿記を採用することで、単式簿記で見えにくい資産、負債といった

ストック情報の把握が可能となるとされているところであります。このことにより、見える化

され、議会や住民に対する説明責任の履行や、行政内部のマネジメントの機能の向上に活用す

ることができるところであります。 

 平成２８年度決算を、２９年度において公表することが原則とされていますが、どのような

決算内容になるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 企画財政課長。 

          （企画財政課長 早川 聡君自席） 

○企画財政課長（早川 聡君） お答えいたします。現行の予算決算制度については、引き続

き、現金主義に基づいて行われることとなりますが、先ほどもご答弁させていただきましたと

おり、新しく企業会計の手法を取り入れて複式簿記による発生主義を導入いたしまして、議員

も言われましたが貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書のいわ

ゆる財務諸表４表を平成２９年度中に公表することとなります。その際には現在、総務課で本

市が所有する全ての公共施設の資産台帳を整備しておりますが、その内容等について全て盛り

込んだ形となります。 

 また、これまでの地方自治体における財務書類の作成方式は、総務省モデルのほかに、東京

都や大阪府等の方式など、市町村ごとにまちまちでありましたが、全ての市町村が統一的な基

準により公表できるよう、総務省から標準的なソフトウエアが提供されることとなります。こ

のことによりまして、他自治体との比較・分析等が可能となります。 



－ 36 － 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 企画財政課長から詳細な説明をいただきました。ありがとうございま

す。なかなか今後については、決算内容についても厳しい状況が続くかもわかりませんが、ぜ

ひ当市に見合った決算になるようにお願いしたいと思います。 

 次に、地方行財政における取り組みについてお伺いしたいと思います。統一的な基準による

財務書類の中で、財政の効率化の適正化が大きな目的の１つであります。また、地方交付税の

算定の基礎となる基準財政需要額及び基準財政収入額等の算定方法も見直しされるとされてい

るところでありますが、今後なお地方行財政の取り組みについて、どのように行うのか、企画

財政課長にお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 企画財政課長。 

          （企画財政課長 早川 聡君自席） 

○企画財政課長（早川 聡君） お答えいたします。 

 国の経済財政一体化改革の中で、地方行財政改革の取り組みについて、３点の項目が挙げら

れております。１点目は地方行政サービスの改革としまして、地方行政サービス改革の取り組

み状況の見える化、比較可能な形での公表の実施、次に２点目は、地方の頑張りを引き出す地

方財政制度改革として、トップランナー方式の導入と、基準財政収入額の算定に用いる徴収率

の見直し、そして３点目の地方財政の見える化は、先ほど新地方公会計制度、先ほどの固定資

産台帳整備に関連をしておりますが、決算情報の見える化の徹底と新たなストック情報の見え

る化、公共施設の老朽化対策の対応などであります。 

 特に、２点目の地方の頑張りを引き出す、地方財政制度改革では、今後の地方交付税の算定

見直しについても触れられており、基準財政収入額では段階的に徴収率の見直しが行われるほ

か、基準財政需要額ではトップランナー方式の導入としまして、歳出の効率化に向けた業務改

革が求められ、業務委託、指定管理、民間委託等の推進が算定基礎とされるほか、既存公共施

設の維持管理に要する経費も単位費用が減額されることが見込まれております。このようなこ

とから、普通交付税は今後、段階的に減額されていくことが想定されていることからも、本市

が所有する全ての公共施設の情報、状況を盛り込んだ、この新たな地方公会計を比較検討しな

がら、効率的かつ効果的な行財政運営が図られるよう、取り組んでまいりたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 
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          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 本当に具体的に説明していただきまして、私も内容等は余りわかって

ないですが、新しい制度でありますので、１つは課長からも言われましたように、今後の徴収

率によって三段階言いますかね、収入額が確定されるということになれば、当然徴収率の向上

には当然努めていかないかんとも思いますし、いずれにしても財政に対する影響が出てくると

いう可能性が否定できないと思いますので、ぜひその辺も含めて、よろしくお願いしたいと思

います。 

 続きまして、地方財政の健全化についてでありますが、今後において財務書類等の活用、公

表等に取り組むところですが、人口の減少、少子高齢化が進展する中で、財政のマネジメント

強化のため、地方公会計を予算編成等に積極的に活用し、地方公共団体の限られた財源、賢く

使う取り組みを行うことは極めて重要であるとされているところであります。財務書類等の活

用及び公表等、将来を見据えた地方財政の健全化を図るために、今後の予算編成をどのように

行うのか、企画財政課長にお伺いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 企画財政課長。 

          （企画財政課長 早川 聡君自席） 

○企画財政課長（早川 聡君） お答えいたします。新地方公会計制度の目的は、財務情報を

わかりやすく開示することで説明責任を果たすことと、資産・負債及び費用の適正管理を通じ

自治体内部の経営管理強化を行うこととされております。他の自治体と比較検討することで、

本市がこれまでどのようなまちづくりを行ってきたのか検証することが可能となるほか、受益

と負担の割合の検討、インフラ整備に対する新規・更新の投資判断、事業や施設のコストの把

握、分析などにこの新地方公会計が活用できるものと考えておりまして、健全財政に向けた財

政運営、予算編成に取り組んでまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ８番 西原強志君。 

          （８番 西原強志君発言席） 

○８番（西原強志君） 課長の取り組みに対する決意がありました。本当に予算編成のときの

いろいろ資料も変わってくると思いますので、その辺も含めて取り組みについてよろしくお願

いしたいと思います。 

 課長から今後の予算編成等の答弁をいただきましたが、実際に地方公会計を推進するにはさ

まざまな課題事項等があると思うところでありますが、これまでの予算編成と違い、発生主義

が基本となる地方公会計制度でありますので、このことが財政健全化につながるものと考えら

れ、地方公会計の推進を図ることが、財政運営に重要と考えられます。今後の財政運営の健全
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化の取り組みについてよろしくお願いいたしまして、地方公会計制度の質問を終わります。 

 以上で、私の全ての質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（永野裕夫君） この際、暫時休憩をいたします。 

          午前１０時５８分   休  憩 

          午前１１時０８分   再  開 

○議長（永野裕夫君） 休憩前に続いて、会議を開きます。 

 引き続き一般質問を行います。 

 ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 皆さん、おはようございます。質問に先立ちまして、一言申し上げた

いと思います。 

 昨日、元議長の岡林守正氏の葬儀が行われました。同氏は４期、１６年市議会議員として務

められ、その間議長として議会改革や、市政発展のために本当にご尽力をしていただきました。

特に人情あふれる人柄で、多くの市民より信頼を得るとともに、見識のある大所高所での政治

判断で信念をもち、市民福祉の向上に努めていただきました。私とは同級生でありまして、議

会事務局の時代には、岡林氏が副議長として、また岡林氏が議長のときには私が副議長として、

数々の面で長年本当にお世話になりました。ここにご功績をたたえますとともに、ご冥福をお

祈りいたしたいと思います。 

 通告に基づきまして、２点の質問を行います。 

 まず１点目の防災対策でございますけれども、先ほど西原議員が詳細な質問をしております

ので、重複する部分があるかもわかりませんけれども、できる限りその点を避けて質問したい

と思います。なお数字については、ちょっと早口の答弁でしたので、よう聞きとらん部分があ

りましたので、その際は質問するかもわかりませんけれども、その点よろしくお願いをいたし

ます。 

 まず１点目の防災対策ですけれども、南海地震を想定した対策については、これまで随分と

この議場で各議員が質問を行い、また執行部においても避難道の整備や各種の政策を推進して

おります。また今議会も先ほど西原議員も言いましたが、多くの議員も質問し、また県議会も

防災対策１本であったように思っておりますけれども、そういったことで、その結果によって

各種の事業も推進して、市民の意識も随分と向上したものと思っております。 

 しかし、今回４月１４日と１６日に発生した熊本地震は、５月１４日までに最大震度が６強

の地震が２回、６弱の地震が３回発生をいたしました。その後発生する余震も1,０００回以上

超える想定外の地震であります。この地震により、死者数が４９名、関連死者数が１９名、住
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宅被害８万棟以上となっており、今なお帰宅困難者が数多くいる実態であり、改めてこの地震

によりお亡くなりになった方や、被災された方々にお見舞い申し上げますとともに、一日も早

く復興できることをご祈念申し上げたいと思います。 

 今回の地震災害については多くの方が、熊本地方では大規模な地震の発生はないと考えてお

ったようでございます。これらの想定外を含め、再度近く起こるであろう南海地震について、

これまでの取り組みの実績、施策等を確認と検証しながら、お互いが共通認識のもとに、今後

の防災対策にさらに取り組んでほしいとの願いを含めて、質問をいたします。 

 まず、危機管理課長にお伺いいたします。 

 これまで南海地震の起こる確率は、３０年以内に７０％と言われておりましたけれども、今

月の１０日、政府の地震調査委員会が全国地震度予測地図を、１０日の日に発表いたしました。

翌月の１１日の高知新聞では、トップ記事として一面に書かれて報道されました。南海トラフ

区域、確率上昇、高知市が７３％、いうふうに予測が出されたわけですけども、従来もこの予

測は７０％いうことでしたが、このことによって本市の市民も清水はどうなるがやろ、いうふ

うな不安感といいますか、そういったのが非常に高まっておりますが、高知市が７３％、それ

ほど起こる場所によっても違うと思われますけども、本市の場合はどのような確率になるのか、

もしわかっておればお答えを願いたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 執行部の答弁を求めます。 

 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 本市のということでございますが、いろいろネット等でも調

べましたが、本市が幾らかいう部分は、ちょっとよう探していないという状況でございます。

南海トラフ域ということで、広範囲にわたっておりますので、高知市が７０から７３というこ

とでございますので、本市においても同程度ではないかというふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。発生場所にもよりますし、先ほどの答弁の中ではほぼ

同程度ということですので、従来からは言えば少し上がったというふうな認識でよろしいでし

ょうか。 

 次に、施設等の整備状況についてお伺いをいたします。先ほど西原議員の質問と答弁にもあ

りましたが、平成２５年現在で本市の住居数は、木造住家が4,１３０戸、非住家が2,７２０戸、

合計で6,８５０戸ということのようですけども、昭和５６年以前と５７年以降には、いわゆる

５６年に建築基準法の大幅な改正がありましたので、それ以前については3,３４０戸というふ
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うに答弁されましたが、５７年以降が幾らになっているか再確認の意味でお聞きをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） ５７年以降ですか。集計資料、現在手元へ数字をもっていな

いんですが、どういたしましょう。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） あとでも結構ですけども、先ほど答弁したように記憶してますが、し

てなかったですかね。あとでよろしくお願いします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。あとで資料の提供をお願いいたします。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 小川議員、済みません、資料の中でも５年単位とかいうふう

な集計なんですが、５７年以降というような形はちょっともっている資料の中でもございませ

んが。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 一応ですね、再確認ですけども。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） ５６年以降の建築戸数ということでは、3,３９０件というふ

うなことでございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 当初言いました合計で6,８５０戸、この数字はちごうちょうでしょう

かね。いずれにしても、結構です。特にこの数字がそれがどうかいうことでありませんので、

概要をちょっと知りたかったのですので。一応3,３９０戸いうことは確認できましたので、次

に移りたいと思います。 

 次に、耐震化への取り組みなんですけども、現在耐震化への事前調査は自己負担はなしで実

施をしておりまして、実績については１６年から２３年までの８年間で、耐震診断は７２件と

いうふうに聞いておりますけども、２４年度から２７年度までの年度ごとの耐震診断と耐震改

修についてをお伺いをいたします。年度ごとにお願いします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 
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          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） お答えいたします。 

 木造住宅耐震診断の直近の状況でございます。２４年度からで、２４年度１２件、２５年度

２３件、２６年度２２件、２７年度３５件、計９２件でございます。なお診断は１６年度から

行っており、累計では１８５件となっております。 

 耐震診断から耐震改修を経て、最終的に耐震改修工事を実施した件数でございます。２４年

度６件、２５年度１１件、２６年度１０件、２７年度２１件、計４８件でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。そこで５６年以前の住居が3,４４０戸ということでご

ざいますけども、それぞれ構造上がいろいろあると思いますけれども、今後耐震化の必要な家

屋数ですか、それは幾らになっておるかちょっとわかっておれば、お答えを願いたいと思いま

す。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 昭和５６年以前に建築された住宅のうち耐震化が必要な木造

住宅でございますが、約2,５３０件と推定をしております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。まだ2,５００残っちょるということですが、そこで、

一応市としての従来から予算を組んでずっとやってますが、全体計画って言っていいかその辺

わかりませんが、市として例えばいわゆる家屋ですから個人の財産じゃないですか。もう一つ

はあくまでも申請主義であって、するせんは本人の意思に基づくわけですけれども、市のほう

から言えばできる限り皆さんにしていただきたいというふうな形になろうかと思いますけど、

ただ財源が伴いますので無理には言いませんけれども、一定計画というのもあると思うので、

１期２期とずっと来ておりますけれども、その点についての計画についていわゆる耐震化への

計画を予定してればお答え願いたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 国の耐震化目標は３２年度末で９５％でございます。県の目

標もこれに準じており、本市もこれを目指すことになりますが、３２年度末の達成は国・県・

市とも極めて困難な状況であります。 
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 県の南海トラフ地震対策行動計画に基づく本市の耐震改修目標として、２５年度から２７年

度までの第２期計画では１３７件、これに対し実施済みが３３件、率で申しますと２４％しか

対応できておりません。また２８年度から３１年度までの第３期計画では１４０件の目標値が

掲げられております。４月には熊本地震もあり、県も耐震化対策を加速する方向を打ち出して

おりますので、本市も住宅耐震化へ向けた取り組みにより一層力を入れていかなければならな

いと考えております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 達成値が２４％いうことで、今の答弁の中で非常に低いじゃないです

か。ただ、今の課長の答弁の中でも、加速したいということと、前段で西原議員に対しての答

弁も積極的にやりたいということなんですが、例えば今年度一応予算計上が２０戸、診断が

５０戸、設計が３０戸いうことですけど、いわゆる申請主義ですので、今後要望があれば、ふ

やすというふうなそういった考え方はいかがでしょうか。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 本年度でございますが、また繰り越し予算と合わせたという

ことで、若干当初予算の分と違う件数を想定しております。耐震診断でありましたら６９件、

改修設計が４３件、住宅耐震工事が２９件でございます。予算額を超える要望があった場合に

は国費・県費を伴う事業でございますので、県の担当課と協議、調整の上になりますが、補正

対応を行ってまいりたいと考えております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） ぜひ、補正対応もするということですので、よろしくお願いします。 

 次に、避難道の整備状況についてお伺いをいたします。これまでうちの場合も随分と避難道

の整備はしてきましたけれども、ただ市民の皆さんと話をする中で、よく四万十市とか黒潮町、

特にテレビ放送なんかするじゃないですか、そういった「清水おくれちょうがやないか」とい

うような声をよく聞くがですよ。四万十市の場合こっちから八束がありますはね、あそこはす

ぐ階段が見えますので、それが目に映るがでしょうか。いや、うちはそんなことない、従来か

ら何億円という金をかけて整備をしておるということをずっと言っておるがですけれど、まだ

まだ不安な方もおるようですけれども、一応要望箇所が市内全体で１４４カ所、そのうちで整

備が特に必要でない箇所が４８カ所ということで、残りの部分は２８年度中に完了すると聞い

ておりますけれども、確認の意味で整備は、この４４カ所については終了になるのでしょうか。
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その点をお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） お答えします。先ほどの西原議員の答弁と重複いたしますが、

地元ワークショップ等での要望が１４４カ所、現地精査で４８カ所が、工事が地権者の問題で

あるとか、地形的に工事ができないとかいうふうな状況でありますので、これを差し引いた

９６カ所を計画数としてあげまして、２７年度末で６７カ所が整備済み、整備率７０％という

ことでございますので、おおむねこの部分は進行しておると、残りの２９カ所は２８年度中に

何とか完成をさせたいという状況でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。一応、当面要望箇所については完了ということで、安

心をいたしました。 

 次に、それぞれの今回のように、地震の想像というか、予測が若干違ってくると思う。今ま

ではどちらかといえば津波に対する対策ということを重点的にやりよったようですけれども、

そういったことですね、一応今後の整備計画まだ要望がくるとかひょっとして出てくる可能性

があると思うがですよ。その点についての対応と言いますかね、ただいろいろ国の制度も、補

助制度がありますので、その点の課題もあると思いますけど、その点要望があった場合の対応

についてをお聞きしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 追加要望につきましては、まず当面、２８年度は当初計画の

分を完成させて、２９年度以降、要望箇所と必要状況であるとかそういうとこ、あとまた予算

面等を考慮しながら可能な限り実施をしていきたいというふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 新規も要望に応えたいということですので、よろしくお願いしたいと

思います。 

 次に、夜間に発生した場合の照明なんですけれども、先ほど答弁がありましたので、できれ

ば今年度中に集中的にやりたいということですので、この点については割愛させていただきた

いと思います。 

 次に、まちづくり対策課長にお伺いをいたします。先ほど市長の答弁もありましたけれども、
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市営住宅の現状についての現在総戸数は幾らになっているかお聞きをいたします。 

○議長（永野裕夫君） まちづくり対策課長。 

          （まちづくり対策課長 横山周次君自席） 

○まちづくり対策課長（横山周次君） ３６４戸になります。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） その３６４戸のうち、５６年以前と５７年以降の戸数についてわかっ

ておれば、お答えを願いたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） まちづくり対策課長。 

          （まちづくり対策課長 横山周次君自席） 

○まちづくり対策課長（横山周次君） ５６年以前が２２７戸、５７年以降１３７戸となって

おります。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） その５６年以前については２２７戸いうことなんですが、建物の構造

として補強コンクリートブロック造りこれもあるようですけれども、当然当たり前のことだと

思いますけれども、これは新しい建築基準法の耐震基準には適合はしてないですわね。確認の

意味で、済みません。 

○議長（永野裕夫君） まちづくり対策課長。 

          （まちづくり対策課長 横山周次君自席） 

○まちづくり対策課長（横山周次君） ２２７戸の内訳が、補強コンクリートブロックが

１１８戸、壁式鉄筋コンクリートが１０９戸でありまして、その耐震性におきましては先ほど

の西原議員への答弁と同様になりますが、公的機関等によって認定された基準、指針等がなく、

耐震性が確認できていないことから補強コンクリートブロックの住宅につきましては、耐震性

がないものと判断しております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 特に今の建築の中では、素人ですけれども、見る限りでは本当に耐震

性が少ないように感じておりますが、ぜひ耐震化を進めてほしいわけですけれども、例えば国

土交通省の中で耐震対策緊急促進事業、こういった事業が住宅の改修についてあるわけですけ

れども、これはいわゆる通常の補助制度よりかは多くの補助が得られるというふうな緊急の対

策なんですけど、そういった制度があるわけですけれども、市営住宅の場合この改修について
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は、国や県の補助があるかどうか、その点についてお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） まちづくり対策課長。 

          （まちづくり対策課長 横山周次君自席） 

○まちづくり対策課長（横山周次君） 今の議員、ご紹介ありました耐震対策緊急促進事業で

すけれど、これ一定大規模建築物とか災害時の機能確保が必要な、避難道の沿道建築物等にか

かわる耐震診断とか耐震改修が対象でございまして、いわゆる民間の建物が対象になっており

ます。本市でも１件対象になっちょうとこがありますけれど、一定この分は公営住宅のほうに

は該当しません。 

 公営住宅につきましては平成３０年度まで、社会資本総合整備計画の高知県における安全・

安心なすまいづくり・まちづくりと活力ある地域づくり計画が作成されておりまして、社会資

本整備総合交付金を受けることができます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 一応、社会資本総合整備総合交付金が受けれるということなんですね。

わかりました。 

 次に、市長にお伺いをいたしますが、今回の熊本地震で震源地の益城町はいわゆる５７年以

降に建築をされた家屋も崩壊をしていると。これは専門家によりますと、いわゆるこれはわか

りませんが、一部で手抜きがあったがやないか、あるいは適正に工事がされていないのではな

かったか、いうふうな専門家の意見もございます。 

 本市の市営住宅は５６年以前でも２２７戸。また補強コンクリートブロック建てでは

１１８戸でありますけれども、この件については、この前の、委員会の中でも委員より早急な

対策をするように意見が出されまして、確かそのときに副市長の答弁では調査検討したいとい

うふうな答弁だったと思いますけれども、ただ市の施設がこの種のコンクリートブロックの施

設が、１番先に崩壊したとなると責任問題が生じてきますので、できればただ聞いていますと

この構造上はいわゆる耐震化には改造できないと、ブロック積んでますのでできないことも聞

いていますので、そこのあたりちょっと難しい点があると思いますけれども、そうすると改築

か、あるいはあいたところへ移っていただくかいうふうな施策になると思いますけれど、いず

れにしてもこの問題については早急に取り組んでいただきたい。このように思いますけれども、

その点について市長にお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） ご指摘のとおりであります。１１８戸が耐震性がないということです
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ので、そのうち現在２３戸が空き家政策をしておりまして、９５戸に入居をしているという数

字が報告を受けております。この点につきましては、いろんな実情もあります。小川議員も知

っていると思いますが、高齢者の独居老人が多いという現実でですね、いろいろ空き家政策と

か転居を進めても「ここでかまん」というような、切実な我々の思いとまた入居者の方の思い

といろいろありまして、本当に苦慮しているところであります。 

 いずれにしても、この問題につきましては、先ほども言われましたように耐久性のない既存

の古い住宅につきましては、空き家政策取っておりますのでこのまま継続もしながら、また耐

久性のある住宅が空き家になったらそちらのほうに転居していただく、そういう説得とか取り

組みもしていきたいと思っております。 

 また、津波の影響を受けない耐久性のある新しい住宅の建てかえと言いますか、高台への計

画も、この前、県の住宅供給公社のほうもいろんな制度の説明に来ていただいておりますので、

そういうところとも連携しながら、高台への市営住宅の移転建設ということも今後考えていき

たいと思っております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 市長より答弁いただきました。ただいろいろ検討していただくことで

すね。ぜひ取り組んでいただきたいと思いますね。ただこの種ですね、例えば悪いことを事前

に知っていたと、なおかつそのことを議会から指摘を得ていたと、そのことを知っていたいう

ことで、仮にそのことによって被害が起きたいう場合であれば、例えば法律的に言えば悪意が

あったというふうな解釈もされる恐れがありますので、ぜひ取り組んでいただきたいと思いま

すし、例えば先ほどの西原議員に対してありましたけれども、小中学校とか保育所、市庁舎も

もちろんですけれども、耐震化に既に取り組んでおりますのでぜひ、市長、答弁いただきまし

たけれども、早急にこの点については取り組みよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、水道課長にお伺いをいたします。 

 今回の地震で熊本県では広範囲にわたり、水道管の破損により水道が利用できない実態とな

り、自衛隊をはじめ各市町村よりの応援を得て飲料水の確保がされておりました。本市の場合、

以前より漏水問題で議論し古いタイプ、これＶＰ管の硬質塩化ビニール管言うらしいですけれ

ども、この排水管が相当あるようでございますけども、以前に決算委員会か何かちょっと忘れ

ましたけれども、その中の答弁の中では市内での総延長が１６０㎞、これがあるというふうな

答弁だった思いますけど。そういった中で上水と簡水を合わせ古いタイプの水道管は何㎞ある

か、その割合についてお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 水道課長。 
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          （水道課長 楠目 生君自席） 

○水道課長（楠目 生君） 市が管理する配水管の延長は、今現在１６８㎞となっています。

そのうちＶＰ管等の非耐震管の延長は１３８㎞で全体の８２％の割合となっています。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。市内全体見た場合、例えば下ノ加江とか加久見、三崎、

下川口については、例え地震があって水道管が割れた場合比較的川がありますので、直ちに生

活用水にはそうは困らんとは思いますけれども、ただ市街地やグリーンハイツ、半島地域では

川がありませんので、直ちに困ると思うわけですけれども、なかなか一遍に、あと１３８㎞を

直ちに改修をしてほしいということにはならんとは思いますけれどもできる限り、私も含めて

以前から漏水対策、２４とか５じゃないかな今でも、それも含めてありますので、できる限り

その耐震化に努めていただきたいと思いますけれども。それについてのお考えをお伺いいたし

ます。 

○議長（永野裕夫君） 水道課長。 

          （水道課長 楠目 生君自席） 

○水道課長（楠目 生君） 耐震化に向けての取り組みですが、大規模地震等において住民の

生活を守り、不便、不安が生じないように安定した給水を行うためには、水道施設全体を耐震

化し、地震による被害を未然に防ぐことが必要であります。しかし、水道施設のほとんどが耐

震化されていません。１つの水道施設全体を耐震化するには多額の予算が伴いますので、短期

間での対応は困難な状況です。施設の重要度、更新時期を考えながら耐震化を図っていきたい

と思います。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 課長言われるように、本当に多額の経費がかかりますので、直ちにい

うことにはならんと思いますけれど、ただ来年度以降、従来から大体２、3,０００万円でした

か、改修予算は、それよりか少しでも、少しでもですよ、大幅にやっていただければいいです

けれども、できればその改修についてですね、早急に取り組んでいただくようよろしくお願い

をいたします。 

 次に、危機管理課長にお伺いをいたします。年に１度一斉に行う防災訓練や、独自に実施を

している地域、また夜間の訓練を実施している地域もあるとお聞きしておりますけれども、自

主防災組織の訓練の実態を２６年度と２７年度についてお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 
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          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 本市の自主防災組織５６組織が実施した訓練件数でございま

す。２６年度が３３組織で５５回、２７年度が４９組織で７１回でございます。内容といたし

ましては、小川議員ご紹介のように、小学校と連携した防災訓練、夜間避難訓練、炊き出し訓

練、救急救命訓練、初期消火訓練など、各自主防災組織が工夫してさまざまな訓練を実施する

ことで、防災意識の向上につながっておると認識しております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 結構皆さん、本当に実施をされておることがわかりました。そこで一

応防災訓練をすることによって、それぞれの地域地域でいろんな課題と言いますか、これが見

えてくると思うがですけれども、その主なものは防災訓練によって課題と言いますか、どんな

ものがあるかその点お伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 課題としましては、代表的な部分いうことで申しますと、参

加者が少なく固定化している。また若年者の参加が少ないなどの声がよく聞かれております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。ただちょっと気になることは若年者は、いうたら１番

の手助けになる戦力じゃないですか。その点できれば今後、若い人が参加できるような呼びか

けをぜひお願いしたいと思います。 

 次に、災害の発生時にいわゆる消防や警察をはじめとして、直ちになかなか支援ができんと

思うわけですけれども、そのためにどうしても地域の住民の皆さんの共助が必要であると考え

るところですけれども、地域によって独自に、例えば部落とか地域によって、具体的な防災避

難計画と言いますか、それを策定している地域があるか、その点についてお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 地域の避難マニュアルでございますが、基礎となる地域の津

波避難計画を各地区の代表者に意見を聞き、２５年３月に作成し、その概要版を２７年３月に

各戸配布をしております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 



－ 49 － 

○７番（小川豊治君） 私、ちょっと地域でのということの質問でしたけれども、全体の中で

答弁いただきましたが、例えば何回も言いますが地域独自で計画をされている部落があるか、

いうことなんですけれども。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 済みません。現在そちらの資料用意していません。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 一応できれば、実は私、加久見なんですけども、よう区長らとともに

その避難の行動計画を立てたいなというふうな話をしておりますけれども、なかなかいわゆる

どんなふうにつくったらええかいうことはなかなか難しくてできないわけですけれども、この

前の県議会の初日に知事が２０年度までに避難所の運営マニュアルを策定するというふうに言

われましたが、平成２６年３月に内閣府は地域防災計画ガイドラインを策定してまして、本市

の場合もハザードマップを配布したいうことです。これは内閣府の地域防災計画のガイドライ

ンに沿った地図ということでお聞きをいたしておりますが、できれば地域全体の避難計画を、

以前の準則言いましたかね、今は標準ですかね、そういったがをつくっていただければ非常に

ありがたいと思いますし、その点にもちょっと今後指導をいただいたらなと思うがですけれど

も、その点はいかがでしょうか。 

○議長（永野裕夫君） 危機管理課長。 

          （危機管理課長 岡田敦浩君自席） 

○危機管理課長（岡田敦浩君） 地域の避難マニュアルにつきましては、各地域の実情に合わ

せて作成するものでありますので、地区ごとの地域の津波避難計画を参考に、担当課も参加い

たしまして、ぜひ検討・作成までつなげてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。課長が言われるように、それぞれ地域の特性がありま

すのでね、一概に確実的になかなかできんと思いますけど、ぜひ今後その計画があれば、アド

バイスをぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、市長にお伺いをいたします。 

 先ほどから課長より答弁をそれぞれいただきましたが、ただ聞く中で耐震化についてまだ随

分と残ってます。そうした中で計画の中ですると、残って３０年までのなかなか到底それは達

成できんことはわかりますけれども、できればあくまでも個人の判断なんですけども、先ほど
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のやりとりの中でも土佐町の６０万円、耐震化の補助金がアップしたいうことなんですが、で

きれば耐震化を進めるという意味で、現在のところは上限が９２万5,０００円ですかね。そう

いうことですが、できればもう少し上げてほしいなというふうなお願いですけども、その点い

かがでしょうか。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） これまでの取り組みとしては、やはり津波を想定して避難道の整備と

かそういう逃げるところに重点を置いたそういう印象と言いますか、ただこの熊本の地震もそ

うなんですが、西原議員の答弁にも言いましたが、やはり逃げるのは家がつぶれたら何ともな

りませんので、まず逃げる前の手だてとして家の耐震補強、それと家具の固定、阪神淡路の大

地震でも、やはり家具での圧迫死とか、それから家の倒壊による死亡というのがこれが１番で

すので、まず逃げる前の手だてとして住宅の耐震化、そして家具の固定化というのは防災対策

の一丁目一番地ですので、これは重点的にこれからまた啓発をしていきたいと思います。 

 これまでもとにかくやる気になってもらうということで、戸別訪問もずっとしてきました。

また何はともあれ設計まではもっていこうということで、耐震の設計のお願いもしてきました。

そしてやっぱり設計したことを着実にこの工事につなげるという取り組みもしてきましたが、

これがなかなか浸透してきていないのが、高知県全体もそうなんですが、清水の実態でありま

す。ですから、県のほうもこれまでの補助金（３分の２）を、市が上乗せしたらその分を４分

の３まで県も補助しますというふうに、２８年度からなりましたので、西原議員のときにも答

弁したように、この上乗せ補助は来年度実施をしたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 確かにうちの場合も、すごい重点的に取り組みしてますが、ただ個人

の財産ですので、市長が言われるとおりと思うがですよ。ただ命にかかわることですので、来

年度からアップしたいということですので、ぜひ取り組みよろしくお願いいたします。 

 次に、ブロック塀の件ですけれども、一応５月２５日の高知新聞の中でブロック塀も凶器と

いうことで、非常に危険があるということで報道されてましたが、先ほど質疑答弁ありました

ので、一応ただ目視で６２３カ所、危険な箇所があるということなんですが、その実施が今で

２件、原因は何やろか。随分と広報はされておりますが、なかなか実施にならんということな

んですが、そこでちょっと一言だけ市長に、何か鉄筋が中へ入っておかんと、耐震化にならん

ということなんですが、以前ちょっと私も相談したことあるがですけれども、今も道路に面し
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ておれば皆対象ということなんですが、そういうことで、できれば簡単に中に鉄筋が入ってお

るかどうかいうのは、簡単な機器があるようです。レーザーか何かに当てて、それで当てて判

断をするということで、あるようですが、それが専門家で見んといかんか、あるいは素人で構

わんかその辺の判断はわかりませんけれども、その機械が高額であるかまた安く入るかわかり

ませんが、ただ私お願いしたいことは、結局、市内全体見ましてもいわゆる高齢化率４４％と

か、下川口地区については５０％超してますので、高齢者の世帯が多くおると思うがですよ。

そういった面で、簡単に構わなければ市のほうで構えていただいて、市民要望があった場合は

すぐ対応できるいうふうな取り組みをしていただければ、非常にもっともっとこう進むがやな

いかないうふうな感じがいたします。ぜひ、その点も含めて検討をしていただきたいと思いま

す。 

 次に、南海地震対策ですが、災害対策も含めてなんですけれども、県知事も今議会の中で冒

頭の所信表明の中でこの見直しをするというふうに言われております。今回の熊本地震により、

さらに施設の充実や意識の向上、内容によっては現在の計画を見直しする必要性があるとも考

えられますけれども、ただ先ほどの市長より緊防債については２８年度終了するいうことで本

当に驚いたわけですけれども、それらも含めて国のほうへ当然要望していただきたいと思いま

すし、これからの今後の防災対策の取り組みについての所見を、総合的で構いませんのでお願

いしたいと思います。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） 先ほど申しましたように住宅の耐震化というのは、これが喫緊の課題

やないかとは思っております。それから熊本地震の教訓、また今議会ではいろいろ皆さんから

また質問が出ておりますが、これを教訓にした防災対策、これをやはり見直していかないかん

と思います。熊本では防災拠点となる公共施設がつぶれたり、庁舎がつぶれたり、本当に悲惨

な状況を目の当たりにしておりますし、物資の不足それから輸送体制の課題とか、避難所の運

営、こういう課題も見えてきておりますので、今月防災会議も開催する予定になっております。

ここで防災計画の見直し・補強・強化、こういうものに取り組んでいきたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 取り組みについて答弁いただきました。これについては幾らやっても

いわゆる発生場所とか時間とか予想とで対応が違うと思いますので、これから取り組みを市全

体となって取り組んでいただきたいと、よろしくお願いをいたします。 



－ 52 － 

 次に、本市農業の実態と振興策について、農林水産課長にお伺いをいたします。まず基礎的

な数値についてお伺いをいたします。項目がある一定、通告をしておりましたけれども、時間

の関係がありますので、少し割愛をさせていただきたいと思いますが、１０年前と現在と耕地

面積について、平成１７年、２７年にわかっておればお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 

○農林水産課長（文野喜文君） １０年前と現在の農業センサスの耕地面積ということでござ

いましたので、平成１７年度４１２ha、平成２７年度３８５haでございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） そのうちに未耕作地、いわゆるつくっていない耕作地、わかっておれ

ばお願いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 

○農林水産課長（文野喜文君） 未耕作地につきましては、平成１７年度６０ha、平成２７年

度５３haとなっております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） ということは７ha耕作地がふえたいうことですかね。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 

○農林水産課長（文野喜文君） この数字では７ha逆に減ったという数字になっておりますが、

耕作面積が平成１７年度これ差し引きいたしますと３５２ha、平成２７年度３３２haで耕作面

積が実は２０ha減ってます。そのうち２０ha減って、未耕作地が７ha逆に減ったという形にな

っております。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。 

 次に、市内全体の農業生産額についてお伺いをいたします。２７年と１７年です。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 
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○農林水産課長（文野喜文君） ＪＡはた三崎支所の出荷額でお答えをしたいと思います。

５年前の平成２３年度５億6,７９８万5,０００円、平成２７年度５億8,１５２万2,０００円と

なっております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 大体５億円で推移しているということで、わかりました。 

 次に、済みませんが、集落営農のことについてちょっとお聞きをしたいと思いますけれども、

ここ数年来、市として積極的にこの集落営農に取り組んでいただき感謝をしております。毎年

集落営農塾の開催をしており、私も参加をさせていただいております。必要性は十分理解をし

ておりますけれども、核となる人材がいないなどで組織化に至っていない現状であります。国

内や市全体の農業の現状を考えた場合避けて通れないと判断をしておりますけれども、そこで

現在の市の状況についてお伺いをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 

○農林水産課長（文野喜文君） 集落営農の現在の状況につきましては、市内現在、農事組合

法人ふぁー夢宗呂川、農事組合法人三崎の２法人と、斧積営農組合の３組織となっております。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） わかりました。今後、組織化に向けたいわゆる前向きな準備といいま

すか、そういったあるいはまた見込みがあると、そういった地区があるのかどうかその点、お

伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 

○農林水産課長（文野喜文君） これまで下益野地区で準備会を立ち上げまして、平成２８年

度設立に向け機運も高まりつつありましたが、まだ組織化には至っておりません。このほかご

承知のように加久見や下ノ加江地区でも要望があり、これまでにアンケートの実施や説明会を

行ってきましたが、現在のところまだ組織化には至っておりません。現在のところはこういう

状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 
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          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 言いましたように私も加久見に住んでおりますので、集落営農の必要

性は認識を十分しておりますし、以前に先輩議員よりおまえが議員である間にぜひ立ち上げる

べきやと、力強い激励もいただいておりまして、ついこの前に課長よりその藍尻地区の耕作地

について荒らさんようにしていただきたい、いうようなことでありまして、私自身努力をして

県なり市なりに本当にご尽力いただきまして、ありがとうございました。 

 そういったことで、今後もできる限り自分自身でも努力をしたいと思っております。実は宗

呂の組合長、斧積の組合長、時々会っていろいろ情報交換をしておりまして、指導もいただい

ております。ついこの前に先日、平ノ段の組合長にも会っていろいろ話をする中で、ただ問題

点としてはいわゆるその汽車に乗る人はおっても、機関車になる人はなかなかおらん。どの組

合にしてもそのように言っております。本当に市としてもこれまでも随分と営農塾を取り組ん

でいただきました。本当にその点は感謝をしておりますけれども、今後、ぜひいわゆるＴＰＰ

に関しての農業に厳しい状況が目に見えておりますので、組織化について、ぜひ必要性がある

と思っておりますので、このことについての今後の取り組みについて、課長の所見求めたいと

思います。 

○議長（永野裕夫君） 農林水産課長。 

          （農林水産課長 文野喜文君自席） 

○農林水産課長（文野喜文君） 先ほど議員のおっしゃられたとおりでございまして、本当に

機関車になる者がおらないというところであると思います。そういうところで本市では４年前

より県と連携をして、集落営農塾を開催し、研修や先進地の視察を行って理解を深めていると

ころであります。 

 今後につきましても、必要な情報は適宜、地区にお伝えをしながら要望があれば説明会や座

談会など、地区にお伺いをしながら積極的に今後も取り組んでまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） 本当に課長、なかなか骨の折る事業と思うがですよ。だから農業がい

わゆるお金になる農業であれば、もっとあれなんでしょうけど、なかなか米価も非常に厳しい

状況の中で、また７万ｔの枠の調整の購入もあるようでございますので、厳しい状況ですけれ

ども、ぜひその点、今後も積極的な取り組みをぜひお願いしたいと思います。 

 あとまだ薬草とかほかに通告しておりましたけれど、時間がもうありませんので割愛させて

いただきたいと思いますので、ご了解をお願いしたいと思います。 
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 次に、市長にお伺いをいたします。これからの日本の農業はＴＰＰとの影響は避けられませ

ん。積極的に捉えれば高品質の作物を海外へ輸出をする。既に成功例もありますけれども、本

市の現状では遠隔地でもあるし、ハンディが伴う非常に厳しい状況であると思います。市内各

地で未耕作地が増加をしております。国の制度である多面的機能や中山間の制度など、もしこ

れがなければ本当に市内荒廃地が未耕作地がふえていったように思います。本当にこの点は制

度ありがたいと思っております。そこでそれでも高齢化や後継者不足等で耕作放棄地が増加し

ておりますけれども、この現状と対策について市長にお考えをお聞きをいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） 先ほど農林水産課長も答弁いたしましたし、小川議員の本当にお考と

一致するものがございます。特に今の状況というのは多面的機能支払交付金それから中山間の

直接支払制度、この交付金の利用によって何とかこの農地が荒れるのを食いとめているという

のが現状でありまして、ただこの維持していくだけではどうしても高齢化とか過疎で限界がき

ます。どうしても生産活動と言いますか、営農の充実というのが大事であるというふうに認識

しておりますので、担い手への農地の集積・集約を図りながら、今の農地中間管理機構という

組織もできまして非常に県も力を入れていますので、ここと連携をしながら生産性のある農地

として守っていくと、そういう体制を整備していきたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ７番 小川豊治君。 

          （７番 小川豊治君発言席） 

○７番（小川豊治君） ありがとうございました。ぜひ、ただ市長、中間管理機構ですね、面

積的な面で非常にちょっと厳しい、地区によってはあるがですよ。平ノ段はそういったことで、

その制度で一応充実されてますけど、地区によっては面積の割合においていわゆる未耕作地も

分母になるがでしょ。厳しい、そこのあたりまた制度上の問題で取り組みよろしくお願いした

いと思います。 

 それで地産外商についてちょっと通告してましたけれども、時間がありませんので、ぜひ神

戸の開店した土佐清水ワールド、非常に近年にないヒットと言いますか、いわゆる本市の産品

が１００種類、非常に報道も何回もされてまして、非常に売上高がすごいようで、単純に計算

して１日４１万円ほど売り上げております。これ３号店ができれば、まだまだふえる可能性が

ありますので、そういった点ですね、ぜひ今後もそういった面の取り組みをしていただきたい

と考えております。 

 この南海地震については本当に言いましたように、熊本地震は想定外の地震ということで非
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常に甚大な被害になりましたけれども、これから南海地震いつ起こるかもわかりませんけれど

も、市民の皆さんが、一人ひとりの防災意識をもってですね、起こった場合は隣近所が助け合

いをして被害をできる限り少なくする、そういうふうなことで皆さんとともにできればという

ふうに願いを込めまして、全ての質問を終わります。 

○議長（永野裕夫君） この際、午食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

          午後 ０時０７分   休  憩 

          午後 １時３０分   再  開 

○議長（永野裕夫君） 休憩前に続いて、会議を開きます。 

 午前に引き続き、一般質問を行います。 

 ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 皆さん、こんにちは。清友会の細川博史でございます。 

 熊本地震から早いもので、２カ月が過ぎました。お亡くなりになられた方々とそのご遺族に

対しまして哀悼の意を表しますとともに、被災されました皆様方に心からお見舞い申し上げま

す。また自衛隊をはじめ、各消防や警察、各関係者の皆様方に敬意を払い、一日も早い復興と

ふだんの生活に戻れますよう心よりお祈り申し上げます。 

 被災直後に現地では水とともに真っ先に売り切れたのが、おにぎりだったそうでございます。

炊き出しが始まって、最初に配られたのもおにぎり。被災地で何より頼れる非常食。避難所で

おにぎりを受け取る際、両手を合わせて頭を垂れるおばあさんたちの姿。命をつなぐおにぎり

に感謝する古来の祈りに見えたそうでございます。私も市民の皆様から、いただきました１票

１票の重みをかみしめながら、もう一度初心に立ち返り、市民の代表として恥ずかしくない態

度で慢心せず、感謝を忘れず、２年３カ月を市民の皆様方のために、全うしたいと考えており

ます。また私の目指す、義理と人情と思いやりを胸に刻みながら、一生懸命頑張ってまいりま

すので、市民の皆様方の厳しい目で見守っていただきたいと思っております。今後ともご指導、

ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは通告書に従いまして、質問に入りたいと思います。 

 まずジオパーク関係について、お伺いいたします。 

 私はジオパークに大変関心があり、講演会や研修会、また今月８日に開催されました、竜串

海岸ジオツアーにも参加させていただきました。このようなジオパーク活動を維持し、より活

発にするためには行政だけではなく、地域住民はもとより、各種団体が一体となって保護や保

全、教育、ジオツーリズム等に取り組み、持続可能な活動とすることが重要であると考えてお

ります。私はまさにこのことが、ジオパークは地域振興を実現可能とする活動であると認識し
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ております。新規認定審査及び４年ごとの再認定審査におきましても、最重要視されているよ

うなことから、ジオパーク認定を目指す各地域におきましても、このような点を常に意識しな

がら取り組んでいることだと思っております。 

 本市におきましても、同様な考え方で着実に取り組まれていると思っております。 

 平成２９年度認定に向け、どのような活動をされてきたのか。今後どのように展開されてい

くのか。まずは前年度の活動実績につきまして、主なもので結構でございます。観光商工課長

にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 執行部の答弁を求めます。 

 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えします。 

 平成２７年度の今度の認定に向けました主な活動実績についてお答えいたします。 

 まず市外での広報活動についてですが、昨年１０月に開催されました、日本ジオパークネッ

トワーク全国大会霧島大会におきまして、ブースを設けましてＰＲ活動を行いました。昨年度

はそれを合わせまして３カ所の大会でブースを設けＰＲ活動を行ってまいりました。市内にお

きましても、産業祭や椿まつり等、いろいろなイベント会場で機会あるごとにブースを設けま

して、ＰＲ活動を行ってきたところです。 

 啓発活動としましては、各種講演会、学習会を随時開催してまいりました。小学校高学年向

けの副読本の作成も行ってきたところです。また昨年度は清水中学校生徒デザインによります

ロゴマークを決定しましたので、それを活用しまして、ロゴ入りジャンパーやポロシャツ、ピ

ンバッチ等の広報ツールの作成を行いまして、ＰＲ活動に努めてきたところです。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。普及活動やガイド養成活動など、か

なり多くの回数をやられていると感じました。 

 続きまして、お尋ねいたしますが、ジオツアーや教育活動も含めまして、住民を対象とした

活動の回数及び延べ参加人数は何名なのでしょうか。観光商工課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えいたします。 

 まず、現地学習でありますジオツアーですが、８回開催しまして８９名の参加がありました。
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次に、ガイド養成関連講座につきまして、１１回開催いたしました。２９２名の参加がありま

した。職員が地域等に出向いていく出前講座につきましては、１０回開催し１４６名の参加が

ありました。ジオに関する講演会３回開催し１７２名の参加がありました。教育関連事業とい

たしまして、ジオ学習を１４回開催し３３６名の参加がありました。以上合計しますと、平成

２７年度は４６回の講演、学習会等開催いたしまして、延べ1,０３５人の皆様が参加してくだ

さった計算になります。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。数字だけ聞くと、かなりの数だと思

います。しかし、ジオパーク活動に対する市民の関心がもう一つ感じられないように思います

が、私だけなのでしょうか。参加者の重複が多いせいなのか。はたまたジオパークの魅力がま

だまだ十分市民の間に伝わっていないのか。しかし、いずれにいたしましても担当者の皆様方

には大変頭の下がる思いでいっぱいでございます。引き続き頑張って活動していただくことを

大いに期待しております。私もできる限り全面的に応援させていただきたいと考えております。 

 さてジオサイトを選定したということですが、何カ所なのでしょうか。観光商工課長にお尋

ねいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） ジオサイトについてお答えいたします。学術的に価値のある

地質、地形などそのジオパークを特色づける見学場所をジオサイトと言いますが、本年度総会

におきまして大岐の浜、足摺岬、竜串の海、叶崎など市内全域で２１カ所を選定いたしました。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） それは多いのでしょうか。少ないのでしょうか。観光商工課長に、ど

のように思われますか、お伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えします。本市のジオサイト２１カ所が多いのか、少な

いのかということですが、まず近隣と比べてみたいと思います。室戸ジオパークが２４8.５㎢

に１７カ所のジオサイトがあります。１㎢当たり、約１２カ所となっています。同様に西予が
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５１4.８㎢に７３カ所、１㎢当たり約７カ所となります。南紀熊野が1,３５6.６㎢に１０７カ

所、１㎢当たり約１３カ所となっています。本市は２６6.５㎢に２１カ所ありますので、１㎢

当たり約１３カ所であります。ほぼ平均的な数字ではないかと思いますし、市内全域を網羅し

た適正な数かと考えております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 続きまして、今年度はどのような活動計画をされていますか。ポイン

トだけで結構でございます。観光商工課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） 本年度の活動計画についてお答えいたします。 

 本年度は平成２９年度本申請に向けた正念場になると位置づけております。主な活動計画と

いたしましては、１０月に開催される全国大会、これは伊豆半島でありますが、そこへ参加し

宣伝活動を展開する予定であります。市内では市全体の機運を盛り上げるために、ジオガイド

の育成講座を開催、昨年から引き続き出前講座やジオツアーの開催などを行ってまいります。

また昨年度、小学校高学年向けの副読本をつくりましたが、今年度はそれを活用したジオ学習

も行う予定です。合わせて中学生用に副読本を作成することも考えております。そのほか的確

な情報発信やジオサイトの環境整備等も合わせて、随時展開していく予定であります。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。今年度が申請前の勝負の１年という

ことで、課長には大変大きなプレッシャーがのしかかるこの１年となるのではないでしょうか。

健康には十分気をつけられて、全力で頑張っていただきたいと切に願っております。 

 次に、日本ジオパークの状況につきまして、質問いたします。我が国は今から９年前の平成

１９年にジオパーク活動に取り組もうとする市町村を中心に、日本ジオパーク連絡協議会が設

立され、その後７地域が日本ジオパークとして認定されたと私は認識しております。その日本

ジオパーク連絡協議会は、平成２１年に今の日本ジオパークネットワークＪＧＮとなり、日本

のジオパークの推進と発展をさせてきました。ジオパーク活動に関心をもつ市町村がふえ続け

ている状況ではないかと思っておりますが、今年度の日本ジオパーク、新規申請状況につきま

して、観光商工課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 



－ 60 － 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えします。 

 昨年度の新規申請は宮城県の栗駒山麓など３地域が申請となっておりました。ちなみに全て

認定をされております。本年度は青森県の下北など６地域が新規申請し、１カ所のエリア拡大

申請と合わせまして、７件の新規申請という形になっております。なお今年度の結果は８月ご

ろの現地視察を経て、９月ごろには出る予定となっております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） ７地域ということですが、昨年との比較ではどうなのでしょうか。観

光商工課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えします。 

 ２年だけ比べてなかなか判断をしにくいところなんですけれども、申請状況を見てみますと

今年度は昨年度より申請件数が倍増しているという形になっております。全国的にジオパーク

を地域活性化に活用したいと、そういう意識の高まりではないかというふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） ジオパーク推進室では先月、千葉の幕張メッセで行われました新規申

請地域プレゼンテーションを視察してきたとお聞きしております。どのような内容の収穫があ

ったのでしょうか。観光商工課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えいたします。今年の全国大会における質疑応答のポイ

ントといたしまして、１つは運営体制について持続的な運営が可能かという点であります。こ

れは事務局職員や専門員の配置状況、また事務局だけが動いているのではなく協議会として活

動しているかということを確認されていたようです。 

 ２つ目はジオパークの基本は地球や自然遺産であり、しっかり大地のバックボーンの説明が

できているかということであります。そして住民主体の活動につながっているかということが

大切だという内容だったというふうに考えております。 

 持続的な運営と住民主体の活動こそが、ジオパークの根幹だということを再認識し確認でき

ましたので、今後それを生かして取り組んでいきたいというふうに考えています。 
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○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。 

 次に現在、日本ジオパークネットワークＪＧＮに加入しているのは何地域で、何市町村ある

のでしょうか。観光商工課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 観光商工課長。 

          （観光商工課長 倉松克臣君自席） 

○観光商工課長（倉松克臣君） お答えいたします。 

 平成２７年９月の正会員でお答えいたします。加入地域は３９地域です。構成市町村は

１３７市町村にのぼります。ちなみに３２の都道県にまたがっております。なお本市のような

日本ジオパーク認定を目指す準会員を含めますと加入地域は５６地域、構成市町村は１９５に

のぼり、全体の１割強の自治体がかかわっているのが日本ジオパークの現状であります。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。今から９年前にわずか７地域で始ま

った日本ジオパークが現在では３９地域、全国では１割強の自治体がかかわっているというこ

とは、大変驚くべきことであります。冒頭でもジオパークは地域振興を実現可能とする活動で

あると申し上げましたことが、これだけの自治体が急激にかかわってきたということに裏づけ

されているのではないかと思います。 

 それでは、ここから大きな３つ目の質問を市長にお尋ねいたします。 

 今、本市は正会員を目指して、来年審査に臨みます。そして一定の基準をクリアさえすれば、

晴れて日本ジオパークに認定されます。しかしながら、持続的な運営と住民主体の活動がジオ

パークの根幹であるとすれば、日本ジオパークに認定されたからといってでき上がっているわ

けではないと考えます。認定はあくまでも目標であって、スタートラインだと言えるのではな

いでしょうか。私はこのように考えているのですが、市長のお考えをお聞かせください。よろ

しくお願いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） 今、課長からも詳しく説明がありました。いよいよ今年が正念場とい

うことで、来年の５月の下旬にはいよいよこの日本ジオパーク認定のプレゼンテーションを受

けるようになりますし、それを踏まえて現地調査もございます。そういった状況の中で、先ほ

ど課長から答弁があったように、私たちのように準会員となって日本ジオパーク認定を目指し
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ている地域が１７地域ございます。またこれからジオパークを目指して、関心があり目指そう

としているところも１５地域あるというふうに聞いておりますので、いかにこのジオパークで

地域振興を行うと、そういうジオパークで地域振興ができるというそういう手ごたえを感じて

いる自治体が根づいてきている、そういう考えが出てきているとそういう状況にあります。で

すから大変厳しい、認定までにこの１年間というのは、本当に住民を巻き込んで盛り上がるよ

うな運動にもっていくことが必要であると思っておりますし、細川議員おっしゃるとおりあく

までも目標でございまして、地域振興を実現するジオパーク活動のまさにこの取り組みが認定

になったからと言ってそれでいいというものでなく、それがまたスタートになるというふうに

考えております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。現在の活動状況の中で、竜串と足摺

岬が際立っているように私は感じております。下ノ加江や私の地元であります下川口もジオパ

ークのエリアに入っているとお聞きしておりますが、どのように市全体の取り組みにもってい

こうとお考えなのでしょうか。泥谷市長にお尋ねいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） 先月、幕張で行われました日本ジオパークネットワーク総会にも、議

長とともに参加をさせていただきました。非常に活発な議論もありました。またその夕方から

は議員会館におきまして、ジオパークによる地域活性化議員連盟というのを、石破大臣が会長

なんですが、その議員連盟の総会もありまして、それにも出席をさせていただきました。いろ

んなその議論の中で、世界ジオパークに認定されている島原半島の市長からは、いろんな経過

の中で、今、世界ジオパークに認定まで一生懸命運動していたんですが、ようやくここにきて

地域全体にわたり住民がジオパークを理解してくれるようになったと、やっと世界に国内に

我々のこのジオパークの運動が貢献できるところまできたと、そういうふうにおっしゃってお

られました。それだけ地域全体の活動となることには、時間がかかるということだと思ってお

ります。 

 今、ご指摘のように、竜串と足摺岬、ここはやはり突出して観光地でありますので、ここを

中心にこのジオパークの運動は展開をしているところでありますが、市内にはジオサイトとし

て２１カ所、足摺、竜串も含めて２１カ所、下川口も下ノ加江もありますので、松尾もありま

す。一定、時間はかかるかもわかりませんが、今後、市全体にこの波及するようなそういう取

り組みを進めていきたいと思っております。 
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○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。それではジオパークについて、最後

の質問をさせていただきます。 

 地方創生まち・ひと・しごと総合戦略を立て、この土佐清水市を活力ある町にしようとして

いるわけでございますが、それが実現できるかどうかが重要な施策であると思っております。

特に本市の基幹産業である観光は特に重要と私は認識しております。本市ジオパークの主要サ

イトである竜串と竜串地区の大型プロジェクト、足摺海洋館、ビジターセンター、今日の新聞

にも大きく取り上げられていました爪白キャンプ場のハード事業をどのように関連づけ、展開

し、発展させ、地域振興につなげていくお考えなのでしょうか。泥谷市長の答弁を求めます。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） 今日の高知新聞、この２、３日は高知新聞にこの竜串の国立公園のビ

ジターセンター、それから今日のキャンプ場の整備というふうに、大変新聞でも取り上げられ

ているところですが、本当に竜串地域の再開発というか、大型のプロジェクトが続きます。今

日の新聞でもありましたように、爪白のキャンプ場、これは基本計画策定のためのイベントも

来月の７月にイベントを企画しております。参加者にはキャンプはもちろんのこと、ジオツア

ーやマリンレジャーを体験していただいて、その意見を聞くものでありますが、爪白キャンプ

場から竜串観光への展開につなげる、こういった試みも始まっております。議員ご指摘のよう

に、新海洋館それからビジターセンター、キャンプ場、これにジオパークの活動が絡んで、今

後５年間、順次このハード面の施設のオープンが続きますので、大きなにぎわい、経済波及効

果が期待をされているところであります。 

 しかしながらこれをいかに持続させていくかということが、また１つ重要なことだと思って

おりますし、そういう持続的な活動を通じて地域振興を目標とするジオパーク運動。これはこ

のハード面とソフト面をリンクさせながら、竜串海岸ひいては土佐清水市の貴重な地形をこれ

までにない視点で伝え、活用していくことは先ほども言いましたようにハード事業との連携で

効果が増すものというふうに考えております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 今、市長も言われましたが、竜串地区の大型プロジェクトも今後５年

をめどに大きな経済効果が期待できるということをお聞きいたしまして、大変うれしく思って

おります。これを持続させながら市全体に波及する取り組みを、ぜひとも進めていただきたい
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と大いに市長に期待いたしまして、ジオパークの質問を終わらせていただきます。 

 それでは、小児生活習慣病予防健診と健康づくりに関する質問に入りたいと思います。 

 まず初めに、市民課長にお伺いいたします。私は３月会議で、国保についてお伺いいたしま

した。そのときの市民課長の答弁では、確か２７年度は医療費がかなり高騰していると答弁さ

れたと記憶しております。２７年度決算が出たと思いますが、前年度と比較して医療費はどの

ような状況なのか教えてください。市民課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市民課長。 

          （市民課長 二宮眞弓君自席） 

○市民課長（二宮眞弓君） お答えいたします。 

 まず年間の平均被保険者数ですが、平成２７年度は前年度に比べ３５０人減少しております。

にもかかわらず療養諸費、費用額合計では前年度よりおよそ１億4,５００万円の増額、被保険

者１人当たりで換算しますとおよそ５万2,０００円の増額となっております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） どうも、ありがとうございます。かなり伸びているように感じます。

次にどのような疾病が多いのか、分析はされていますか。もし分析結果があればその内容を教

えてください。市民課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市民課長。 

          （市民課長 二宮眞弓君自席） 

○市民課長（二宮眞弓君） お答えいたします。 

 昨年度１年間の医療費を疾病別に集計した結果を申し上げます。上位から高血圧症、統合失

調症、慢性腎不全、糖尿病、高脂血症これは脂質異常症とも言いますが、５疾病となっており

ます。食習慣、運動習慣、休養の取り方、嗜好などの生活習慣に起因すると言われる、いわゆ

る生活習慣病が上位５位のうち４疾病が占めておりまして、医療費で約２億5,９００万円、全

体のおよそ１５％になっている状況です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 生活習慣病と言われる疾患が多いように思います。これは名前のとお

り生活習慣により左右されるものだと思います。私も含めて一人ひとりが自分の日ごろの生活

習慣を改めて見直す必要があると思います。生活習慣というものは子どものときからの意識づ

けが重要になると私は思っております。 

 そこで健康推進課長にお伺いいたします。 
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 現在、小児生活習慣病予防健診を実施されているようですが、この事業はどのような目的で、

いつから実施しているのでしょうか。お伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 健康推進課長。 

          （健康推進課長 戎井大城君自席） 

○健康推進課長（戎井大城君） お答えいたします。 

 小児生活習慣病予防健診は大人だけではなく、子どもにも増加している偏食、運動不足など

ふだんの生活習慣により高血圧、脂質異常症、糖尿病、肥満となり、放っておくと突然死、心

筋梗塞や脳梗塞など、重大な疾病につながる生活習慣病や貧血等の早期発見と、子どもと一緒

に家族で少しでも早い時期から生活習慣の改善に取り組めるようにすることを目的として、平

成２６年度から小学５年生と中学１年生を対象に実施をしております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 健康推進課長に引き続き、お伺いいたします。 

 健診内容はどのようなものですか。具体的に教えてください。 

○議長（永野裕夫君） 健康推進課長。 

          （健康推進課長 戎井大城君自席） 

○健康推進課長（戎井大城君） お答えいたします。 

 健診では、問診、身体測定、血圧測定、血液検査を実施し、体格、腹囲、血圧、糖尿病、脂

質、肝機能、腎機能、貧血、尿酸の項目で判定をしております。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 平成２６年度、２７年度の受診対象者数、特に健診参加者数はどのよ

うな状況なのか、健康推進課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 健康推進課長。 

          （健康推進課長 戎井大城君自席） 

○健康推進課長（戎井大城君） お答えいたします。 

 健診対象者数は平成２６年度は小学５年生が９４人、受診者８６人、受診率は９1.５％。中

学１年生が１０３人、受診者８９人、受診率は８6.４％。平成２７年度は小学５年生が８３人、

受診者７９人、受診率は９5.２％。中学１年生が８７人、受診者７０人、受診率は８0.５％と

なっています。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 
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○３番（細川博史君） １００％ではないようですが、どういう理由からなのでしょうか。引

き続き、健康推進課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 健康推進課長。 

          （健康推進課長 戎井大城君自席） 

○健康推進課長（戎井大城君） お答えいたします。 

 健診の実施については、対象となる児童生徒の保護者から、事前に健診受診についての同意

書をいただいた上で実施をしていますが、同意がいただけなかった方が、平成２６年度で対象

者１９７人に対して１５人、7.６％。平成２７年度で対象者１７０人に対して２０人、

１1.８％となっています。 

 また当日、体調不良等により受診できなかった児童生徒も数名いることから、健診対象者に

対する受診率は１００％となっておりません。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 受診した結果、その後に保健指導が必要な生徒はどのくらいの人数な

のでしょうか。健康推進課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 健康推進課長。 

          （健康推進課長 戎井大城君自席） 

○健康推進課長（戎井大城君） お答えいたします。 

 健診の結果、要経過観察、要精密検査となった児童生徒の検査結果を、小児科医に確認して

いただき、保健指導対象者を選定した上で保健指導を実施しています。 

 保健指導対象者は健診受診者全体で、平成２６年度は７３人、受診者の４1.７％。平成

２７年度は８５人、受診者の５７％となっています。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 保健指導が必要となる、その原因分析とそれらの改善に向けた今後の

取り組みについて、健康推進課長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 健康推進課長。 

          （健康推進課長 戎井大城君自席） 

○健康推進課長（戎井大城君） お答えいたします。 

 平成２７年度における問診の結果として、小学５年生で１1.４％、中学１年生で2.８％がお

菓子などを、おやつを毎日２回以上食べています。毎日１回を食べると答えた方が、小学５年

生で７9.７％、中学１年生で６3.４％。また夕食後に毎日食べたり飲んだりしていると答えた
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方は、小学５年生で３1.６％、中学１年生で２9.６％。３割の児童生徒が夜、何らかの飲食を

しているという結果となっています。このほかにも、炭酸飲料やジュース、スポーツドリンク

を飲み、スナック菓子、チョコレートを食べる子どもが多い結果となっています。また健診結

果で基準値を超えた児童生徒が多かった項目としては、平成２７年度で小学５年生では１位は

脂質３1.６％、２位が尿酸１5.２％、３位が糖尿、腎機能、１2.７％、中学１年生では１位が

尿酸３6.６％、２位が脂質３１％、３位が腎機能２9.６％という結果となっていることから、

お菓子や炭酸飲料など多く飲食している食生活が保健指導が必要となる主な原因と考えられま

す。 

 改善に向けた取り組みとして、保健師、管理栄養士による保健指導対象者や、その家族への

面接による保健指導を行うとともに、学校では養護教諭による本人への声かけや、啓発教材作

成による食生活など、生活習慣改善への積極的な取り組みを実施しています。加えて、市政だ

よりで小児生活習慣病予防健診の結果を踏まえた、具体的な生活習慣見直しのための啓発記事

を連載します。このことにより生活習慣病予防の必要性を児童生徒やその家族だけでなく、市

民に広く周知啓発し、市民全体の健康づくりの意識向上にもつなげたいと考えます。また平成

２８年度で３年目の健診となり、平成２６年度に小学５年生で受診した児童が、中学１年生で

２度目の健診となることから、健診や保健指導、学校、家庭での取り組みによる生活習慣の改

善や、その効果等についての評価を行うことで、さらなる生活習慣病予防の取り組みにつなげ

ていきたいと考えます。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） ３月会議の中で、市長は私の質問に対する答弁の中で、この小児生活

習慣病予防健診に触れられ、宝である子どもたちの健康状態に危機感を覚え、子どもの健康づ

くりの重要性を感じていると言われておりました。先ほど、健康推進課長から説明のあった具

体的な数字を聞いて、どのように思われたのでしょうか。改めて市長にお伺いいたします。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） この事業につきまして、私の公約でもありました。県下に先駆けて、

この生活習慣病予防健診を実施したわけでありますが、非常にこのような結果を予想しており

ませんので、ショックを受けております。とりわけ中学校の７０％が保健指導を要するという

結果でありましたので、本当にショックを受けているところであります。日常生活の中で意識

をせず、何げなく続けている食生活、生活習慣が知らない間に健康を害する要因となってしま

う。大人じゃなくて子どもにこういうものが見られるという、本当に早急に生活習慣を見直す、
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そういう取り組みが必要だと思います。健康に生活を送るためには、バランスの取れた食事、

適度な運動、十分な睡眠、こういった正しい生活習慣の定着が大変重要だと考えておりますし、

子どもやその家族だけではなく、先ほど課長が申しましたように土佐清水市地域全体で生活習

慣病の予防を進める。また健康のために健診を受けることは当たり前だと、そういう地域づく

りを目指したいと思っております。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） 私も子どものころから、自分の体の状態を知り、子どもを含めた家族

で食生活や毎日の生活リズム、運動習慣など、生活を振り返り、家族みんなで健康を考えてい

くことが、心身両面での健康づくりにつながるものと思っております。今後もこの事業の継続

と健診参加者数が１００％になることを期待しております。また健康づくりには、食育が特に

重要だと感じております。市長が公約として掲げている給食センターの設置にも、市民ともど

も大きく期待を寄せているところでございます。 

 今年度、当初予算には給食施設設計業務委託料を計上し、具体的な取り組みが進められてき

ておりますが、市長の食育推進への思い、本市の将来を担う子どもたちへの思いを改めてお聞

きしたいと思います。泥谷市長に答弁を求めます。 

○議長（永野裕夫君） 市長。 

          （市長 泥谷光信君自席） 

○市長（泥谷光信君） 近年、食生活を取り巻く社会環境の変化に伴いまして、脂質の過剰摂

取や、野菜の摂取不足、朝食の欠食に代表される栄養の偏りや食習慣の乱れが子どもを含め多

く見受けられ、これに起因して肥満や生活習慣病の増加などの問題が指摘されております。私

もそのとおりだと、自分自身も生活習慣を改めないかんなという思いが強いんですが、やはり

子どもへの教育というより、やっぱり親を教育をすることが大事だというふうに思っておりま

すし、特に成長期にある子どもたちにとって健全な食生活は、健康な心身を育むために欠かせ

ないものでありまして、将来の食習慣の形成に大きな影響を及ぼすものであります。 

 この小児生活習慣病予防健診の結果から、子どもたちの栄養の偏りや食習慣の乱れが、これ

ほど多いことに強い衝撃を受けたところでありますが、全国的な肥満や生活習慣病の増加など

の問題が、本市でも同様に問題化しているこういう実態でございます。私、市長公約といたし

まして、「子どもは宝」を掲げまして、食育の推進や県下の自治体に先駆けて、小中学校の生

活習慣病予防健診の実施、歯科衛生士による保育所、小学校での効果的な虫歯予防対策として、

フッ化物洗口による歯と口の健康づくりなど、保護者を含めた家族との健康への意識向上を目
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指してまいりました。先ほどご指摘のあった給食センターも具体化しており、学校給食を通じ

て食育を進める、そういう体制も整備されつつあります。 

 今後、大人がその食生活を見直すことも合わせて、学校・家庭・地域を上げて子どもの食育

に取り組む、そして生活習慣病予防を推進する。未来を、将来を担う子どもたちの健やかな成

長を支援し、活力あるまちづくりをつなげていく施策を、力強く進めていきたいと思っており

ます。 

 以上です。 

○議長（永野裕夫君） ３番 細川博史君。 

          （３番 細川博史男君発言席） 

○３番（細川博史君） まさに規則正しい生活習慣が、大事だと私は思っております。健診は

当たり前という地域づくり、また食育を通して生活習慣病予防を推進していただきたいと、大

いに泥谷市長に期待するところでございます。 

 最後に私自身、政治の言葉の「信義」を見失わないよう心がけ、１人でもいい、ちゃんと見

ている人がいることが、人を支えると思っております。またこの場をおかりいたしまして、岡

林守正前議長に対しまして、心からご冥福をお祈りいたします。 

 どうも、ありがとうございました。 

○議長（永野裕夫君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思います。 

 これにご異議の方はございませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（永野裕夫君） ご異議なしと認めます。 

 よって、本日の会議は、これをもって延会することに決しました。 

 本日はこれをもって延会いたします。 

 明６月２１日は午前１０時に再開いたします。お疲れさまでございました。 

          午後 ２時２２分   延  会 


